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○「真山２号ため池」は、平成25年９
月の台風18号により堤体が決壊し、
堤頂を⽣活道路として利⽤してい
る集落が孤⽴

○堤体の改修や洪⽔吐きの流下能⼒
の強化によって、令和４年８月の
大雨では被害なし

ため池の防災・減災対策 秋⽥県男⿅市

○洪⽔吐き越流幅を3.3mから11.0mへと拡大し、流下能⼒を5.2m3/sから16.2m3/sへ
と強化（約3.1倍）

真山２号ため池
貯⽔量︓53千m3

堤 ⾼︓11m

秋⽥県男⿅市
おが

【位置図】

事業名 事業費 対策期間

農村地域防災減災事業 524百万円 H29〜R4

うち３か年緊急対策 270百万円 H30〜R2

•平成25年台風18号（49.0mm/h）の大雨によ
りため池が決壊
•堤頂が⽣活道路となっており、決壊により集落
が孤⽴

・堤体が決壊
・集落が孤⽴

平成25年被災状況（49.0mm/hの降雨後）

防
災
工
事

しんざん

洪⽔吐きの流下能⼒（⾬量換算）

概 要 対策のポイント

対策の効果

【事業費】

対策後（64.5mm/hの降雨でも被害なし）

洪⽔吐き越流幅
3.3m→11.0m

対
策
前

•堤体を改修するとともに、洪⽔吐きの流下能⼒
を大幅に強化
•令和４年8月の大⾬（64.5mm/h）においても
被害なし

対
策
後
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広島県東広島市

○広島県東広島市⾼屋町では、平成
30年７月豪雨により山地災害が発
⽣し、山陽⾃動⾞道も⼀時通⾏⽌め

○治山ダムの設置等により、令和３年
８月の大雨では、⼟砂流出等による
被害なし

• 令和３年８月の大雨において、最大72時
間⾬量413.5mmを観測したが、治山ダ
ムが下流への⼟砂流出を抑制し、下流の
⼈家、⼭陽⾃動⾞道への被害を防⽌

• また、⼟砂を貯めることで渓流の浸⾷防
⽌効果も発揮

事業名 事業費※ 期間※

⺠有林直轄治⼭事業 約9,800百万円 R1〜R10

うち３か年緊急対策 約1,800百万円 R1〜R2

※⾼屋地区での事業実施は、東広島地区全体の⼀部であり、
事業費、期間については、上表の内数となる。

⼭陽⾃動⾞道

２

森林整備・治⼭対策

【事業費】

平成30年7月豪雨による被災状況
（最大72時間雨量415.5mm）

山地災害が発⽣し、下流の
山陽⾃動⾞道が⼀時通⾏⽌め

⼭陽⾃動⾞道

対
策

○荒廃した渓流の勾配を安定化させ、⼟⽯流や流⽊の流出を抑制し、山地災害から保全
するため治山ダムの設置等を実施

治山ダムの設置

【位置図】

⾼屋地区

広島県東広島市

概 要 対策のポイント

対策の効果

対策後
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北海道斜⾥町漁港の波浪対策

○漁港施設への浸⽔被害を防ぐため、⾼波浪来襲時の防波堤からの越波を防⽌するための
防波堤の嵩上げや耐浪化を実施

事業名 事業費 期間

水産基盤整備事業 6,270百万円 H29〜R5

うち３か年緊急対策 2,242百万円 H30〜R2

【事業費】

○ウトロ漁港は、平成27年10月に発
⽣した低気圧等に伴う⾼波が防波
堤を越波する等により、漁港内の
荷さばき施設に浸⽔被害が発⽣

○防波堤の嵩上げや耐浪化により、
令和２年12月発⽣の低気圧では漁
港への浸⽔被害を防⽌

︓既設防波堤

︓対策箇所

大型化

嵩上げ

拡幅
防波堤断面図

• 令和2年12月発生の低気圧（最⾼波約11ｍ）では、越波を低
減させる等、漁港への浸⽔被害を防⽌
• この結果、⾼波浪時においても越波が低減され、主要⿂種のサ
ケ・マスなど⽔産物の国内外への安定供給体制を確保秋サケの陸揚げ

平成27年10月低気圧による防波堤
越波、浸⽔状況（最⾼波約10m）

漁港内の荷さばき施設が浸⽔

対策後

対
策
（
越
波
防
⽌
等
）
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【位置図】

ウトロ漁港

北海道斜⾥町
しゃり

概 要 対策のポイント

対策の効果

令和２年12月低気圧(最高波約11m)

えっぱ

かさ あ たいろう



地域の課題解決に資するデジタルの活用

○観測機器による⽔位情報や映像は、クラウドサーバーに集約され、パソコン
やスマートフォンによって誰でも確認可能

【平時】
• ため池の貯⽔状況等を確認でき、適正な管理が可能

【非常時】
• 危険な⽔位に達した場合には、管理者等へメールで通知
• 市町村の危機管理部局と連携し、迅速な避難⾏動に繋げることが可能

⻑野県

○⻑野県では、農業⽤ため池の適正な管理と大雨時や地震発⽣時の安全かつ速
やかな点検等に活⽤するため、大規模なため池149か所に遠方監視のための
観測機器（⽔位計、監視カメラ）を設置

４

通信機器

水位計
電源装置



農業農村整備事業における流域治水対策
○ 都市・市街地の近傍や上流域には、⽔⽥が広がり、多くの農業⽤ダム・ため池・排⽔施設等が位置しており、これ
らの農地・農業⽔利施設の多面的機能を活かして、あらゆる関係者協働の取組である「流域治⽔」を推進

農業用ダム

排水機場

水路・クリーク

ため池

都市・市街地

排⽔施設等の整備
○農業⽤の⽤排⽔路や排⽔機場・樋門等は、市街
地や集落の湛⽔も防⽌・軽減

【福岡県柳川市の事例】

•排⽔機場が⽼朽化し運転に⽀障が⽣じていたため、
３か年緊急対策等によって更新整備を実施
•未改修の場合、令和３年８月の豪雨（617mm/3
日）によって甚大な被害が発⽣していたおそれ

⽔田の活用（田んぼダム）

【全国の取組状況】
•令和元年4.1万haから令和３年5.6万haに拡大

○「⽥んぼダム」の取組によって、湛⽔被害リスクを
低減

調整池

農業用ダムの活用
○農業⽤ダムの洪⽔調
節機能を発揮させる
ため、全国414ダム
で事前放流等の取組
を開始

【⿅児島県「輝北ダム」の事例】
•令和４年台風14号において、事前放流により洪⽔
調節容量42万m3を確保

事前に⽔位低下

大雨に
よる流⼊

排水樋門

ため池の防災・減災対策

【福島県会津若松市「⽔無川池」の事例】

○改修・補強等のハード対策とハザードマップ等のソフ
ト対策を組み合わせて、防災・減災対策を推進

流出調整板設置の例

水田
「田んぼダム」

○令和４年台風14号の
出⽔では、全国62ダ
ムで約7千万m3 の洪
⽔調節容量を確保

•ダム下流河川の⽔位上昇を緩和し､被害防⽌に寄与

•３か年緊急対策等によって堤体と洪⽔吐きを改修
•未改修の場合、令和２年７月の豪雨（119mm/日）で
決壊し、人家や農地が被災していたおそれ

洪⽔吐の流下能⼒
1.40m3/s

洪⽔吐の流下能⼒
2.21m3/s

堤体の嵩上げ
＋0.70m

３か年緊急
対策で整備

P

参考
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森林整備・治山対策における流域治水対策
○ 109⽔系全ての流域治⽔プロジェクトに「森林整備・治山対策」を位置付けており、⼟砂・流⽊の流出を抑制する
ための治山ダムの集中的な配置、森林の有する保⽔機能を維持・向上させる筋工等の設置や間伐等の取組を推進

※各⼀級⽔系の河川位置図は、
国⼟交通省HPより引⽤・編集

森林整備の推進

○森林の多面的機能発揮のためには、
間伐や主伐後の再造林といった森
林整備により健全な森林を育てる
ことが必要

○ダム上流域など河川上流部での間
伐により、流域治⽔の取組を推進

○また、流域治⽔の取組とは別に、
森林管理の基盤となる林道につい
て、防災機能の強化に向けた林道
の開設・改良を実施し、強靱化を
推進

⾼知県仁淀川⽔系

ダム上流域における間伐

列状間伐による下層植生の繁茂

岡山県⾼梁川⽔系
実施前 実施後

被災した県道

⾼野地区

林道上洞上⽊台線

•⼟砂崩れにより通⾏⽌めとなった県道の
代替路として町が管理する林道を活⽤し、
住⺠⽣活を⽀援（和歌山県みなべ町）

代替路として活用

通⾏⽌め区間

【林道の代替路としての活用事例】

治⼭対策の推進
○山地災害の予防や復旧による国⼟強靱
化のため、治山対策の推進が必要

○気候変動により豪雨が激化するリスク
を⾒据え、
•渓流の縦横侵⾷を防⽌する治山ダム
のきめ細かな配置
•森林整備と簡易⼟⽊工法（筋工等）
を組み合わせた森林の浸透・保⽔機
能の維持・向上対策
•流⽊化する危険がある渓流沿いでの
⽴⽊除去等による流⽊対策等を推進

なかがわ
徳島県那賀川⽔系

（⺠直:阿津江地区）

⼟砂流出を抑制する⼭腹⼯

とねがわ
群⾺県利根川⽔系

渓流沿いの危険⽊除去

⼭地斜面における筋⼯の設置

施⼯状況
静岡県天⻯川⽔系

きもつきがわ
⿅児島県肝属川⽔系

流⽊捕捉式治⼭ダム ６

たかはしがわ

によどがわ

てんりゅうがわ

じゅうおう

参考



■漁業地域の安全・安心の確保
・⼤規模地震・津波等に備えた漁港施設の耐震・耐津波・耐浪化、
浸水対策
・将来の気候変動による影響を踏まえた設計手法等の導入
・災害時の救援活動、緊急物資輸送等の拠点となる漁港や離島等
の⽣活航路に係る施設の機能強化
・漁港・漁村の就労者等避難対策の推進 など
■災害発⽣後の地域水産業の早期回復を可能とする
対応⼒の強化
・水産業の早期回復のための漁業地域のＢＣＰの策定・訓練の実
施、⾃⽴式電源の確保 など

■持続可能なインフラ管理の推進
・機能保全計画に基づく、予防保全型の⽼朽化対策への転換
・埋没や破損等により機能の低下した漁場施設の機能回復
・⼈材確保と新技術の導入による効率化・省⼒化 など

■漁業地域における災害リスクへの対応

定期船接岸岸壁

防波堤

離島の定期船発着岸壁や防
波堤の耐震・耐津波対策

漁港・漁村における
避難対策

BCP（事業継続計画）の
策定・訓練の実施

漁港の波浪対策

漁場から陸揚げ、加⼯・流通の水産業として⼀体的に機
能する地域の災害リスクへの対応⼒強化を図る

新たな⻑期計画における具体の施策
岸壁 加工場市場漁場 冷凍・冷蔵 輸送（流通） 集落

漁場 漁港 漁村

（新たな漁港漁場整備⻑期計画（令和４〜8年度）の目指す姿）
○ 持続可能な漁業⽣産の確保に向けた災害リスクへの対応⼒強化
• 頻発化、激甚化する⾃然災害や切迫する大規模地震・津波に対して、しなやかで強い
漁港・漁村の体制をつくる。

• 効率的な施設の維持管理等を⾏い、将来にわたり漁港機能を持続的に発揮する。

漁港漁場漁村における国土強靭化の推進 参考
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